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2017 年衆議院総選挙後の電力 

・ エネルギー政策

上川龍之進

（大阪大学大学院法学研究科教授）

【要約】

本稿は、第 4 次安倍内閣が発足した 2017 年 11 月から 2019 年 5

月にかけての原子力を中心とした電力・エネルギー政策を概観す

る。筆者は以前の研究で、安倍内閣で原発の再稼働が進まず、原発

の新増設や建て替えの決断が行われない理由を説明している。本稿

では、2017 年衆議院選挙後についても、その説明が依然として有

効であることを示す。

第一に、第 5 次エネルギー基本計画の策定過程を概観し、強い反

原発世論を受けて、安倍内閣が原発の新増設・建て替えの決断を先

送りしていることを確認する。第二に、同計画で推進するとされた

原発の再稼働が、原子力規制委員会の厳格な審査により停滞してい

ること、また地方自治体や裁判所によって今後も阻まれる可能性が

あることを指摘する。第三に、同計画で推進するとされた核燃料サ

イクル政策が行き詰まり、原発輸出も頓挫したことを概観し、原子

力政策の展望がますます見通せなくなっていることを示す。

キーワード：�原子力発電、電力・エネルギー政策、原子力規制委員会、

核燃料サイクル、安倍内閣
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一　はじめに

本稿は、第 4 次安倍晋三内閣が発足した 2017 年 11 月 1 日から

2019 年 5 月末にかけての、原子力を中心とした電力・エネルギー

政策について分析を行う。2012 年 12 月 16 日の衆議院総選挙で大

勝して政権に復帰した安倍晋三首相は、民主党政権が掲げていた

「原発ゼロ政策」の見直しを指示し、2013 年 1 月 30 日に行った施

政方針演説で、原子力規制委員会の下で安全が確認された原子力発

電所（原発）は再稼働させることを表明した 1。2014 年 4 月 11 日に

は、原子力を「重要なベースロード電源」と位置付けた「エネルギ

ー基本計画」（2003 年に策定後、3 度目の策定であるため、「第 4

次エネルギー基本計画」と呼ばれる）を閣議決定する。2015 年 7

月 16 日には経済産業省（経産省）が、2030 年度の望ましい電源構

成案として、原子力を 20～22％程度、再生可能エネルギーを 22～

24％程度とした「長期エネルギー需給見通し」（エネルギーミック

ス）を決定する。

このように安倍内閣は、「原発回帰」を着実に進めているように

見える。ところが、原発の再稼働はなかなか進んではいない。2011

年 3 月 11 日以前には、全国で 54 基の原発が稼働していたのだが、

2019 年 6 月現在で、新規制基準に適合していると認められた原発

は 8 原発 15 基、このうち稼働している原発は 5 原発 9 基（定期検

査中のものも含む）に過ぎない。福島第一原発の 6 基を除いても、

廃炉が決まった原発は 6 原発 11 基に上る（さらに 2019 年 7 月 31

日に東京電力ホールディングスは、福島第 2 原子力発電所の全 4 基

の廃炉を決定した）。このペースでは、2030 年に電源構成に占め

1	 「安倍首相、施政方針演説の全文」『日本経済新聞（朝刊）』2013年3月1日、6面。
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る原子力の割合を 20～22％程度に高めることは難しい。ところが

安倍内閣は、原発の新増設や建て替え（リプレース）について、

「現時点では想定していない」と繰り返している 2。

安倍内閣は、「安倍一強」と呼ばれるほど首相官邸が強い影響

力を持ち、与党内でも国会でも敵なしの状況である。にもかかわら

ず、なぜ原発の再稼働を進めることができず、新増設・建て替えの

方針を打ち出すこともできないのか。筆者はすでに 2017 年 10 月

22 日の衆議院総選挙以前における電力・エネルギー政策について

分析を行っている。本稿では、それ以降についても、前著の説明が

依然として有効であることを示す。

本稿の構成は以下の通りである。第二章では、前著での説明を紹

介する。第三章では、2018 年 7 月 3 日に閣議決定された第 5 次エ

ネルギー基本計画の策定過程を概観する。第四章では、本稿が対象

とする期間において原発再稼働を阻む要因について検討する。第五

章では、核燃料サイクル計画の行き詰まりと原発輸出の頓挫を確認

する。最後に第六章で、本稿の議論をまとめる。

二　3 .11 以後の原子力をめぐる政治

本章では、2012 年 12 月に政権復帰してから 2017 年 10 月の衆議

院総選挙にかけての安倍内閣の電力・エネルギー政策について、筆

2	 たとえば 2014 年 1 月 6 日の年頭記者会見で安倍は、原発の新増設は「現在、全

く想定していない」と明言している。「首相『今春、賃金増を』年頭会見 　原発

新増設想定せず」『日本経済新聞（朝刊）』2014 年 1 月 7 日、1 面。2018 年 1 月

25 日の衆議院本会議でも、「原発依存度を可能な限り低減するのが一貫した方針

だ」として、新増設は「現時点では想定していない」と述べている。「敵基地攻

撃能力 　首相が保有否定 　巡航ミサイル導入巡り　衆院代表質問」『日本経済新

聞（朝刊）』2018 年 1 月 26 日、4 面。
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者が行った説明の内容を簡単に紹介する 3。

安倍首相は経産省や経済界とともに、電気料金を安くするため

に、また火力発電の燃料購入に伴う国富の海外流出を抑えるため

に、さらには原子力の技術・人材の維持や、エネルギー安全保障

の観点から、原発の再稼働を望んでいた。電力業界や原発立地自治

体、および原発立地自治体選出の自民党議員たちも、原発再稼働を

強く推進している。しかし、原発の再稼働はなかなか進んでいな

い。

それは、高い独立性を持つ原子力規制委員会が設置され、原発を

稼働させるにあたって新しい規制基準を課し、原発や原子力施設等

に対して、かなり厳格な適合性審査を行っているからである。

また福島第一原発事故後、原発の再稼働には、2 つのリスクが生

じている。第一に、原発立地自治体の同意がなければ、原発の再稼

働は行えず、この「自治体リスク」が今後、顕在化する可能性があ

る。第二に、原発の運転は司法によって、いつ停止されるかわから

ないという「司法リスク」を抱えるようになったことである。

後者について少し説明すると、福島第一原発事故以前の裁判官の

大半は、原子力専門家の知見を尊重し、安全審査に見過ごせないほ

どの落ち度がない限り、司法は専門技術的な判断を行わないとする

従来の最高裁判決を踏襲していた。このため、原発の運転が差し止

められることはほとんどなかった。ところが福島第一原発事故を受

けて、原子力規制委員会の新規制基準では原発事故の被害を防ぐに

は不十分だと判断し、運転の差し止めを命じる決定を下す裁判官が

現れた。2015 年 4 月 14 日に福井地方裁判所（地裁）は、高浜原発

3	 以下、本章については、上川龍之進『電力と政治――日本の原子力政策 全史

（下）』（勁草書房、2018 年）、271～277 ページ、およびその注記を参照。
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3・4 号機の運転を禁じる仮処分決定を行い、2016 年 3 月 9 日には

大津地裁が、福井地裁の仮処分決定の取り消しを受けて再稼働して

いた高浜原発 3・4 号機の運転を差し止める仮処分決定を行った。

これらの差し止め決定は、後に取り消され、高浜原発 3・4 号機は

現在、稼働中である。

さらに安倍内閣が、原発の新増設や建て替えを打ち出せない理由

は、原発反対の世論が根強いからだと考えられる。自民党・公明党

が、反原発を掲げる野党に対して国政選挙で連勝を続けていること

からもわかるように、大多数の有権者の投票行動に原発への賛否は

ほとんど影響していない。だが安倍内閣は、世論の多数が原発に反

対していることに過剰な警戒心を示し、自らが掲げるエネルギーミ

ックスを実現するのに必要と考えられる原発の新増設・建て替えの

決断を先送りしているのである 4。

以下では 2017 年 11 月から 2019 年 5 月にかけても、世論が原発

に強く反対しているため、安倍内閣は原発の新増設・建て替えの決

断を先送りしていることを示す。また原発の迅速な再稼働は、原子

力規制委員会に阻まれており、今後、地方自治体や裁判所によって

も阻まれる可能性があることを指摘する。さらに、核燃料サイクル

政策は行き詰まり、原発輸出も頓挫するなど、原子力発電の展望は

ますます見通せなくなっていることを確認していく。

4	 朝日新聞社が 2019 年 2 月 16、17 日に行った全国世論調査によると、「いま停止

している原子力発電所の運転を再開することに賛成ですか」という質問に、賛成

が 32％、反対が 56％であった。「朝日新聞社世論調査　質問と回答」『朝日新聞

（朝刊）』2019 年 2 月 19 日、4 面。
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三　第 5 次エネルギー基本計画

　2002 年 6 月に制定されたエネルギー政策基本法により、エネ

ルギー基本計画は少なくとも 3 年ごとに策定されて閣議決定される

ことが決められており、2003 年、2007 年、2010 年、2014 年に閣

議決定されてきた。そこで 2017 年 8 月 9 日から経産省の総合資源

エネルギー調査会基本政策分科会が開かれ、第 5 次エネルギー基本

計画の策定が始められた。本章では、その策定過程を概観する。

1　利害関係者の思惑

経産省は当初、原発の新増設・建て替えの必要性を基本計画に

明記したいと考えていた。2015 年にまとめたエネルギーミックス

の通り、2030 年に電源構成に占める原子力の割合を 20～22％程度

に高めるには、約 30 基の原発を稼働させることが必要と考えられ

た。40 年廃炉ルールを厳守すれば、原子力の割合は 15％ほどにし

かならないため、最長 60 年とされている稼働期間の延長を行うこ

とが前提となっていた。もっとも 2030 年を乗り切ったとしても、

新増設や建て替えなしでは、原子力は衰退の一途をたどる。ところ

が経産省は、エネルギーミックスを変更する気はなかった。経産省

幹部は、「30 年までまだ時間があるうえ、数年での変更は政治的

リスクも高い」と述べていた。

産業界からは、エネルギー自給率の向上や発電コストの抑制のた

め、原子力は必要との声が上がっていた。また電力会社からは、政

府の方針が不明確なままでは、長期的な投資戦略が立てられないと

いう不満の声が寄せられていた。電力会社は、「再稼働への対応で

精いっぱい。新たに原発をつくるには数千億円もかかり、経営課題

に挙がっていない」（ある大手電力幹部）としつつも、「原発の技
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術を維持するためにも新増設は欠かせない。いったん消えた火を再

びともすのは容易ではない」（大手電力幹部）として、中長期的に

は新増設が必要と考えていたのである。そして経産省も、原発に関

わる人材や技術を維持する必要性を認識していた。

一方で政府は、2015 年 12 月にパリで開催された国連気候変動枠

組条約締約国会議 (COP）で採択された「パリ協定」を受けて、温

暖化ガスを 2050 年に 80％削減する目標を掲げていた。ところが現

実には、原発の再稼働は進まず、火力発電への依存度が高まってい

た。経産省は、再生可能エネルギーを増やしても、太陽光や風力は

天候に左右され発電量が不安定なため、原子力の重要性は増すとの

考えであった。そこで地球温暖化対策などを理由に、原発推進への

理解を得ようと考えていた。

経産省の幹部は、首相官邸に原発の新増設を明記する方針を打診

した。だが、内閣支持率への影響を気にする官邸官僚に「門前払い

された」。政府関係者は、「安倍政権はエネルギー問題でリスクを

とるつもりはない」と語っており、政府内では「選挙などで与野党

対決の争点にされかねない」と危惧する声が多かったという。

このため経産省は、第 5 次エネルギー基本計画で原発の新増設を

明記することは見送ることにした。また基本政策分科会とは別に、

2050 年を視野に入れたエネルギー政策を話し合う新たな有識者会

合「エネルギー情勢懇談会」を開催することにし、8 月 30 日に初

会合を開いた。経産省幹部は、「原子力も大事な選択肢として残す

うえでは、新増設とか建て替えという話がどこかで出てくる」と話

していた 5。しかし、「あまり頑張り過ぎて首相官邸ににらまれても

5	 「原発新増設を明記　エネ基本計画　経産省が提案　30 年度電源構成は維持」『日

本経済新聞（朝刊）』2017 年 6 月 9 日、1 面；「原発新増設、曲折も　厳しい世
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仕方ない」（経産省の中堅官僚）。そこで経産省は、エネルギー基

本計画では新増設に言及しないものの、原発の将来の「必要性」を

明記することで、原発推進派の納得を得ようとした。経産省幹部

は、「『新増設』の明記は難しいかもしれないが、何とか将来の必

要論に触れられれば」と語っていた 6。

8 月 9 日の基本政策分科会では、新増設や建て替えの必要性を訴

える意見が相次いだ。委員の多くは、原発関連メーカーや立地自治

体などから選ばれており、脱原発を明確に唱える委員は 1 人だけで

あった。ところが、世耕弘成経産大臣は会議の冒頭で、第 4 次エネ

論、政治も影響」『日本経済新聞（朝刊）』2017 年 6 月 9 日、4 面；笹井継夫「エ

ネルギー計画 　来月にも初会合 改定へ有識者会議も新設」『朝日新聞（朝刊）』

2017 年 7 月 13 日、5 面；笹井継夫、米谷陽一「原発再稼働は推進　『新増設』明

記見送り　産業界に必要論」『朝日新聞（朝刊）』2017 年 8 月 2 日、6 面；笹井継

夫、米谷陽一「脱・化石燃料を議論 　代替策『再生エネ』『原発維持』　2050 年

へ懇談会」『朝日新聞（朝刊）』2017 年 8 月 31 日、7 面；笠井哲也、笹井継夫、

大月規義「『安倍政治』を問う 2017衆院選：10　『原発復権』　議論置き去り」『朝

日新聞（朝刊）』2017 年 10 月 8 日、3 面；「エネ未来像 　具体性欠く　新基本

計画素案 　原発比率道筋示せず」『日本経済新聞（朝刊）』2018 年 5 月 17 日、3
面；「エネルギー日本の選択（1）思考停止が招く危機　原発の扱い　議論先送り

　『国策民営』の限界」『日本経済新聞（朝刊）』2018 年 6 月 18 日、1 面；関根

慎一、桜井林太郎「エネルギー描けぬ道筋 　第 5 次基本計画閣議決定」『朝日新

聞（朝刊）』2018 年 7 月 4 日、3 面；笹井継夫、伊藤舞虹、関根慎一「自民党総

裁選 2018　安倍政権と官僚：2　経産省『下請け』化」『朝日新聞（朝刊）』2018
年 8 月 1 日、7 面；「総合資源エネルギー調査会 　基本政策分科会 　平成 29 年 8
月 9 日 第 21 回 　議事録」経済産業省資源エネルギー庁、https://www.enecho.
meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/021/pdf/021_008.pdf
（2019 年 6 月 19 日最終確認）；「エネルギー情勢懇談会」経済産業省資源エネ

ルギー庁、https://www.enecho.meti.go.jp/committee/studygroup/ （2019 年 6 月

19 日最終確認）。
6	 辻隆史「2050 年に原発は必要か　経産省が狙う落としどころ　霞が関 2018」

『日本経済新聞電子版』2018 年 1 月 9 日、https://www.nikkei.com/article/
DGXMZO25320250U8A100C1000000/（2019 年 6 月 19 日最終確認）。
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ルギー基本計画の策定から 3 年しか経過しておらず、「その目標に

向けた取り組みはまだ道半ばの状況でありまして、計画の骨格を変

える段階にはないのかなと私は考えています」と述べていた。分科

会長の坂根正弘・コマツ相談役も、「再エネの導入がかなり進んで

も原発を使うしかない」と主張しつつも、「明日から動かせる原発

があるのに新増設の議論をするのは何なのだろうかと思う。現実を

見極めながら議論したい」と述べた。国民の反発を招く新増設は基

本計画には明記せず、当面は原発の再稼働に注力すべきという経産

省の考えを踏まえていたと考えられる 7。

その後も電気事業連合会（電事連）や日本経済団体連合会（経

団連）は、原発の新増設や建て替えをエネルギー基本計画に明記す

るよう求めた 8。関西電力の岩根茂樹社長は、福島第一原発事故で中

断した美浜原発 4 号機計画について、エネルギー基本計画などで政

府が新増設や建て替えを認めれば、建設に向けた調査を再開する意

欲を見せていた 9。電力会社や重電メーカーが、建て替えや新増設を

エネルギー基本計画に明示するよう求めたのは、原発は投資から運

転まで数十年単位にわたる長期の事業であるため、2050 年以降も

原発を維持するのであれば「今から準備しておかないと間に合わな

い」（大手電力幹部）という危機感を抱いていたからだという 10。

7	 笹井継夫、米谷陽一「原発新設求める意見 　経産審議会で相次ぐ エネルギー計

画見直し」『朝日新聞（朝刊）』2017 年 8 月 10 日、4 面；「『再生エネ拡大へ改

革』基本計画見直し、議論開始 　経産省」『日本経済新聞（朝刊）』2017 年 8 月

10 日、5 面。
8	 「原発新増設『記載を』　電事連会長 　エネ基本計画巡り」『日本経済新聞（朝

刊）』2017 年 9 月 16 日、13 面；「原発の新増設　エネ計画明記を　経団連提言」

『日本経済新聞（朝刊）』2017 年 11 月 14 日、5 面。
9	 「美浜4号機新設　関電社長が意欲」『朝日新聞（朝刊）』2017年10月28日、8面。
10	 前掲「エネ未来像　具体性欠く　新基本計画素案　原発比率道筋示せず」。
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2　政府内からの経産省への逆風

他方、高効率の石炭火力発電や原発再稼働を推進する経産省に対

して、政府内からも逆風が吹き始める。2018 年 2 月 19 日に環境省

は、2050 年までに温暖化ガスを 80％削減する目標を達成するうえ

での課題を列挙した文書を公表した。実は原案では、原発の新増設

はせずに既存原発を最長 60 年稼働させる想定で、「50 年の原子力

発電の比率は 7～9％」とする試算が明記されていたのだが、これ

に経産省は反発し、その文言を撤回させていた。経産省は、第 5 次

エネルギー基本計画では 2050 年の電源構成に言及しない方針であ

った。経産省幹部は、「今、経産省でどんな議論をしているのかわ

かっているのか」と環境省への怒りを露わにしたという。

同じく 2 月 19 日に外務省の「気候変動に関する有識者会合」が

開かれ、河野太郎外務大臣に「エネルギーに関する提言」が提出さ

れた。そこでは、「今、日本は再生可能エネルギーの拡大で先行す

る諸国に水をあけられ、また、二酸化炭素の排出が天然ガス火力に

比べ 2 倍程度大きい石炭火力の利用を進める政策が、国際社会の厳

しい批判を受けている」、「電力の安定供給のために、『ベースロ

ード電源』として原子力や石炭が必要だという考え方は、すでに過

去のものになっている」、「世界的には、原子力は、高リスクで競

争力のない電源であることが明らかになっている」、「投資リスク

が高く柔軟性に欠けるエネルギー技術への固執は、再生可能エネル

ギーの拡大を阻み、日本のエネルギー転換を妨げてしまう」などと

経産省のエネルギー政策に対する批判が並び、「日本は石炭火力発

電所の廃止を覚悟し、その基本姿勢を世界に公表していく。国内の

石炭火力の段階的廃止のロードマップを示すとともに、途上国への

支援はエネルギー効率化と再生可能エネルギー開発を中心としてい

く」、「原子力発電が経済競争力を失い、再生可能エネルギーが価
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格競争力を高めている世界の現状を認識し、原発への依存度を限り

なく低減していく」といった提言が記されていた。外務省幹部は、

「あくまで有識者の意見」と距離を置くものの、脱原発や再生可能

エネルギーの拡大が持論の河野外務大臣は、この提言を「参考にし

たい」と評価した。

こうした動きに経産省内では、「外務と環境が手を組むとやっか

いだ」と警戒感が広がり、ある幹部は、「温暖化対策も大切だが、

電力の安定供給やエネルギーの価格も重要」と反発していた 11。後

に外務省は、エネルギー基本計画の素案をめぐる経産省との折衝の

際に、2030 年の再生可能エネルギー比率について、40％程度に上

積みが可能との見解を示し、大幅に拡充するよう要求した。しかし

経産省は、再生可能エネルギーの固定価格買い取り制度による電力

料金への上乗せ分が年約 2 兆円に上っており、「さらに負担を増や

すわけにいかない」（資源エネルギー庁幹部）として、電源構成の

比率は見直さなかった。別の資源エネルギー庁幹部も、「エネルギ

ー政策は経産省の仕事だ。閣内不一致を問われるようなことには、

徹底して戦わざるをえない」と述べていた 12。

11	 「消えた『原発比率 7～9％』　2050 年環境省案、経産省拒む　エネ戦略、霞が

関に溝」『日本経済新聞（朝刊）』2018 年 3 月 1 日、3 面；「外務省 気候変動

に関する有識者会合 エネルギーに関する提言 　気候変動対策で世界を先導す

る新しいエネルギー外交の推進を」外務省、https://www.mofa.go.jp/mofaj/
files/000335203.pdf（2019 年 6 月 19 日最終確認）。環境省の試算を経産省が撤

回させた経緯については、笹井継夫、桜井林太郎「原発比率消えた試算 　環境省

『50 年度 7～9％』　再稼働進める経産省異議」『朝日新聞（朝刊）』2018 年 9 月

24 日、1 面、も参照。
12	 関根慎一、桜井林太郎「再生エネ拡充 　外務省要求 　経産省のエネ基本計画案

に」『朝日新聞（朝刊）』2018 年 5 月 17 日、7 面。
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3　現状維持のエネルギー基本計画

2018 年 4 月 10 日にエネルギー情勢懇談会は、2050 年を視野に

入れたエネルギー戦略について提言をまとめた。そこでは、電源構

成に占める割合が約 15％に達した再生可能エネルギーについて、

「経済的に自立し脱炭素化した主力電源化」とする目標が明記され

た。原発については、「可能な限り原子力発電への依存度を低減す

るとの方針は堅持する」とする一方で「脱炭素化の選択肢」とも明

記した。2050 年にも原発は必要だとしたのである。また、「人材

・技術・産業基盤の強化に直ちに着手」することや、開発が進む新

たな小型原子炉を念頭に置いて、「安全性・経済性・機動性に優れ

た炉の追求」を行うことも盛り込まれた。2050 年の電源構成につ

いては言及されなかった 13。

この提言を受ける形で、基本政策分科会では 5 月 16 日にエネル

ギー基本計画の素案がまとめられた。素案では、再生可能エネル

ギーを「現時点では安定供給面、コスト面で様々な課題が存在する

が、温室効果ガスを排出せず、国内で生産できることから、エネル

ギー安全保障にも寄与できる有望かつ多様で、長期を展望した環境

負荷の低減を見据えつつ活用していく重要な低炭素の国産エネルギ

ー源」と位置づけ、水素や蓄電池などと組み合わせることで「自立

化」し、送電網の増強やデジタル技術の活用などにより「主力電源

13	 関根慎一「再エネ『主力電源』　原発も維持　経産省の懇談会　2050 年へ提言」

『朝日新聞（朝刊）』2018 年 4 月 11 日、3 面；桜井林太郎、関根慎一「再エネ普

及に壁 　にじむ原発維持」『朝日新聞（朝刊）』2018 年 4 月 11 日、7 面；「再生

エネ『主力』技術課題 　2050 年戦略 　競争力見極め難しく」『日本経済新聞（朝

刊）』2018 年 4 月 11 日、5 面；「エネルギー情勢懇談会提言～エネルギー転換へ

のイニシアティブ～」経済産業省資源エネルギー庁、https://www.enecho.meti.
go.jp/committee/studygroup/ene_situation/pdf/report.pdf（2019 年 6 月 19 日最終

確認）。
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化」を目指すと明記された。だが、それ以外は第 4 次エネルギー基

本計画からの変更はほとんどなかった。原子力については、重要な

ベースロード電源とし、可能な限り依存度を低減するものの、原子

力規制委員会の判断を尊重して原発の再稼働を進めるとされた。核

燃料サイクル事業は、関係する自治体や国際社会の理解を得つつ、

引き続き推進するとされ、原発輸出も進めるとされた。石炭につい

ても、重要なベースロード電源の燃料とし、高効率発電技術を利用

して環境負荷を低減しつつ、国内外で活用するとされた。2030 年

の電源構成案は変更されず、原発の新増設・建て替えについては言

及されなかった 14。

4　余剰プルトニウム問題

第 5 次エネルギー基本計画は、7 月 3 日に閣議決定された。成案

では、素案には記載されていなかった、原発の使用済み核燃料の再

処理により抽出されるプルトニウムの「保有量の削減に取り組む」

ことが明記された。2018 年 7 月 15 日に日米原子力協定は自動延長

された。だが、その条件としてアメリカからは、プルトニウムの具

体的な削減計画を示すよう強く迫られていた。そこで外務省が、国

内外に対処方針をより明確にすべきだと主張し、それが受け入れら

14	 関根慎一、桜井林太郎「原発『重要な電源』踏襲　再生エネは『主力電源めざす』　

エネルギー基本計画骨子案」『朝日新聞（朝刊）』2018 年 4 月 28 日、5 面；関根

慎一、桜井林太郎「原発 20～22％を明記　エネ計画改定案『取り組み強化』」『朝

日新聞（朝刊）』2018 年 5 月 13 日、1 面；前掲「エネ未来像 　具体性欠く　新

基本計画素案 　原発比率道筋示せず」；「エネルギー基本計画（案）」経済産業

省資源エネルギー庁、https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_
policy_subcommittee/pdf/basic_policy_subcommittee_002.pdf（2019 年 6 月 19 日最

終確認）。
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れたのだという 15。

これに先立つ 6 月 12 日に内閣府の原子力委員会は、使用済み核

燃料の再処理で取り出されるプルトニウムについて、全国の電力会

社が協力して消費すべきとする意見書をまとめている 16。また政府

も電事連に対し、大手電力会社のプルトニウム保有量を減らすよう

要請している。具体的には、原発の再稼働が進まない東京電力、中

部電力の保有分を、九州電力、四国電力のプルサーマル発電で消費

するよう求めたのだが、他の電力会社の MOX 燃料を使用して事故

が起こった場合の補償など、新たなコストがかかることや、移送先

の立地自治体や住民の反対が予想されることから 17、電力会社は消

極的であった。

7 月 31 日に原子力委員会は、余剰プルトニウムの削減に向けた

新しい指針をまとめる。2003 年の指針では、「利用目的のないプ

ルトニウムを持たない」としていたところ、新しい指針では、「プ

ルトニウム保有量を減少させる」と初めて削減に踏み込んだ。ま

た、「プルサーマルの着実な実施に必要な量だけ再処理が実施され

るよう認可を行う」とし、必要以上の再処理は行わない方針を示し

た。アメリカは、削減量や時期などの数値目標を明確にした上限制

を求めていたのだが、経産省や電力会社は、具体的な数字を示すと

原発の運営に大きな制限がかかるし、地元対応も必要になるとして

15	 「プルトニウム削減明記 　新エネ計画閣議決定 　国際社会の懸念に対応」『日本経

済新聞（夕刊）』2018 年 7 月 3 日、1 面；清宮涼、関根慎一「プルトニウム削減

　米迫る　核リスク　日本に厳しい目 　協定延長へ」『朝日新聞（朝刊）』2018
年 7 月 15 日、3 面。

16	 「プルトニウムの消費を　原子力委 　電力会社間の協力促す」『日本経済新聞（朝

刊）』2018 年 6 月 13 日、5 面。
17	 「米、プルトニウム削減要求 　電力会社間の調整難題」『日本経済新聞（朝刊）』

2018 年 6 月 12 日、5 面。
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抵抗した。そこで「上限制」という明確な表現は用いられず、「現

在の水準を超えることはない」という表現が用いられたのである。

さらに保有プルトニウムの消費のため、電力会社間の連携を促すこ

とや、電力会社が毎年度、消費計画を公表することも義務付けた 18。

ところが、電事連会長の勝野哲・中部電力社長は 7 月 20 日に、

「電力間の融通を検討していない。各社でプルサーマルを含めた再

稼働をやっていくのが大前提」と述べている。他社のプルトニウム

を受け入れることは、「地元との信頼関係を崩しかねない」（電力

業界関係者）と考えられたからである 19。そもそも原発の再稼働も

進んでおらず、余剰プルトニウム問題の先行きは見えていない。

四　進まない再稼働

前章で見たように第 5 次エネルギー基本計画では、原発の再稼

働を着実に進めること、核燃料サイクル事業は引き続き推進するこ

と、原発輸出も進めることとされた。しかし、これらはすべて順調

には進展していない。まず本章では、原発の再稼働が進まないこと

を概観する。

1　原子力規制委員会の厳格な審査

本稿が対象とする時期に、原子力規制委員会による新規制基準の

適合性審査に新たに合格して再稼働したのは、関西電力大飯原発 3

18	 「削減量・時期示さず　プルトニウム、原子力委が指針 　実効性に課題多く」『日

本経済新聞（朝刊）』2018 年 8 月 1 日、5 面；「我が国におけるプルトニウム利

用の基本的な考え方」内閣府原子力委員会、2018 年 7 月 31 日、http://www.aec.
go.jp/jicst/NC/about/kettei/3-2set.pdf（2019 年 6 月 20 日最終確認）。

19	 川田俊男、桜井林太郎「再処理工場 　稼働に制限も 進まないプルトニウムの再

利用」『朝日新聞（朝刊）』2018 年 8 月 1 日、3 面。
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・4 号機と九州電力玄海原発 3・4 号機だけである。日本原子力発電

東海第二原発と関西電力美浜原発 3 号機、関西電力高浜原発 1・2

号機は、設置変更の許可と工事計画の認可、そして 40 年を超す運

転の延長認可を受けた段階であり、あとは必要な工事を進めて保安

規定の認可を受ければ再稼働が可能になる。東京電力柏崎刈羽原発

6・7 号機は、設置変更の許可を受けた段階で、工事計画と保安規

定の認可を受ける必要がある。しかし、日本原子力発電敦賀原発 2

号機、電源開発大間原発（建設中）、北海道電力泊原発 1・2・3 号

機、東北電力東通原発、東北電力女川原発 2 号機、中部電力浜岡原

発 3・4 号機、北陸電力志賀原発 2 号機、中国電力島根原発 2 号機、

3 号機（建設中）は、依然として設置変更許可の審査中である 20。

さらに原子力規制委員会の厳格さを示したのが、原発のテロ対

策施設（特定重大事故等対処施設）の設置が遅れていることへの対

応である。2019 年 4 月 17 日に関西電力、九州電力、四国電力は、

新規制基準で設置が義務付けられている原発のテロ対策施設につい

て、原発本体の工事計画の審査終了から 5 年以内とする設置期限に

建設が間に合わないとして、期限の先延ばしを原子力規制委員会に

求めた。新規制基準では、大型航空機を意図的に衝突させるテロ攻

撃を受けて制御室が破壊された場合に備えて、100 メートル以上離

れたところに、遠隔で原子炉を操作できる緊急時制御室や、原子炉

を冷却し続けるための発電機やポンプなどのバックアップ施設を建

設することを求めていたものの、まだ設置が済んだ原発はなかっ

た。3 社によると、関西電力高浜原発、大飯原発、美浜原発、九州

20	 「現時点における新規制基準適合性審査の進捗状況と残された論点について（発電

用原子炉関係）」原子力規制委員会、2019 年 5 月 15 日、http://www.nsr.go.jp/
data/000257174.pdf（2019 年 6 月 20 日最終確認）。
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電力川内原発、玄海原発、四国電力伊方原発で建設工事が遅れてお

り、設置期限を 1 年から 2 年半ほど超えてしまうという。設置期限

は、当初は新規制基準の施行から 5 年（すなわち 2018 年）であっ

たのだが、原発本体の審査に時間がかかり、対策施設の建設が遅れ

ていたことから、2015 年になって工事計画の審査終了後 5 年に見

直されていた。3 社は、「見通しが甘かった」と陳謝する一方で、

「安全性を向上させた結果、高度で大規模な工事が必要になった」

などと主張した。期限に間に合わなければ基準に不適合となり、原

発の運転停止が命じられる可能性があった。だが九州電力の関係

者は、「（法令には）保安のために必要な措置を命ずることができ

る、とある。必ず止めるとは書いていない」と、期限の先延ばしが

認められることを期待していた 21。

しかし、2015 年に期限の延長を決めた際に、次の期限に間に合

わなければ原発の運転を停止することを確認していたこともあり、

原子力規制委員会は厳しかった。4 月 24 日の定例会では、テロ対

策施設の設置期限を維持し、期限に間に合わなければ運転停止とす

る方針が全会一致で決められたのである。更田豊志委員長は、「設

置に手間取っているのでもう少し（延期を）と繰り返したら、規制

の精神にかかわる」、「利用停止は明確にしたい」と明言した。期

限を過ぎても一定期間は運転を認める案も検討されたのだが、「法

的に健全ではない」（更田委員長）として、運転停止が妥当と判断

された。これにより 2020 年 3 月 17 日が設置期限となる川内原発 1

21	 川田俊男「原発テロ対策施設 　設置『間に合わず』 電力 3 社 　規制委に対応要

請」『朝日新聞（朝刊）』2019 年 4 月 18 日、32 面；女屋泰之、山下裕志、西尾邦

明「原発テロ対策施設 　設置に遅れ　見通しの甘さ露呈 　関電や九電、運転停止

も」『朝日新聞（朝刊）』2019 年 4 月 19 日、8 面；「社説 　原発テロ対策 　期限

延長はありえない」『朝日新聞（朝刊）』2019 年 4 月 20 日、12 面。
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号機から、順次、現在稼働中の 5 原発 9 基が運転停止となる見込み

である。経産省は、この決定に衝撃を受けた。経産省の関係者は、

「再稼働がまた滞り、さらに難しくなった」と漏らしたという 22

2　再認識される 「司法リスク」

本稿が対象とする時期においても、裁判所の決定により原発の運

転が差し止められている。2017 年 12 月 13 日に、広島市と松山市

の住民が求めた伊方原発 3 号機の運転差し止め仮処分申請の即時抗

告審で、広島高等裁判所（高裁）の野々上友之裁判長は広島地裁の

決定を覆し、伊方原発 3 号機の運転を 2018 年 9 月 30 日まで差し

止める決定を行った。期限が付けられたのは、広島地裁で運転差し

止めの訴訟が続いており、訴訟で異なる判断がなされる可能性が考

慮されたためである。野々上裁判長は、原子力規制委員会による火

山の安全性審査の内規では「過去最大の噴火規模を想定する」とし

ていることを指摘し、伊方原発から約 130 キロ離れた熊本県の阿蘇

山について、160 キロ先まで火砕流が到達したとされる「9 万年前

の噴火規模を想定した場合、火砕流が敷地に到達する可能性が小さ

いとはいえず、伊方原発の立地は不適」とした。伊方原発 3 号機を

新規制基準に適合するとした原子力規制委員会の判断は不合理で、

22	 「テロ未対策の原発 　期限延長認めず」『朝日新聞（夕刊）』2019 年 4 月 24 日、1
面；川田俊男「テロ対策遅れ　原発停止へ　規制委方針　期限延長認めず」『朝日

新聞（朝刊）』2019 年 4 月 25 日、1 面；西尾邦明、女屋泰之、関根慎一「原発テ

ロ対策　厳格に判断　規制委、期限延長認めず 電力各社　計画に甘さ」『朝日新

聞（朝刊）』2019 年 4 月 25 日、3 面。なお玄海原発については、九州電力は期限

内の完成を目指しており、設置が間に合えば、4 原発 7 基が運転停止となる見込

みである。「テロ対策施設 　工事計画を提出 　九電、玄海原発」『日本経済新聞

（朝刊）』2019 年 5 月 17 日、5 面；「原発 　テロ対策重く　川内 1 号機、来年 3
月停止へ　残る 6 基に波及も」『日本経済新聞（朝刊）』2019 年 6 月 15 日、5 面。
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住民の「生命身体に対する具体的危険が推認される」と結論づけた

のである 23。この決定により、定期検査中で 2018 年 1 月に再稼働の

予定であった伊方原発 3 号機は、再稼働できなくなった。

この決定に対して四国電力が保全異議を申し立て、広島高裁では

別の裁判官 3 人が審理を行った。2018 年 9 月 25 日に広島高裁は、

四国電力の保全異議を認め、決定を取り消した。三木昌之裁判長

は、阿蘇山の破局的噴火について、「頻度は著しく小さく、国は具

体的な対策をしておらず、国民の大多数も問題にしていない」と

し、「発生可能性が相応の根拠をもって示されない限り、原発の安

全確保の上で自然災害として想定しなくても安全性に欠けるところ

はないとするのが、現時点におけるわが国の社会通念だと認めるほ

かない」とした。そのうえで、こうした根拠は示されておらず、破

局的噴火以外で火砕流が伊方原発に達する可能性は十分小さいと判

断して、伊方原発の立地は不適ではないと結論づけたのである 24。

この決定を受けて 10 月 27 日に伊方原発 3 号機は再稼働した。

だが、裁判所の判断により原発の運転が差し止められる「司法リス

ク」が再認識されることとなった。

3　 「自治体リスク」 の顕在化

原発を動かすには、立地自治体の同意が必要とされる。立地自

23	 「伊方原発運転差し止め　広島高裁 　阿蘇噴火リスク指摘」『日本経済新聞（朝

刊）』2017 年 12 月 14 日、1 面；小林圭「伊方原発運転差し止め　阿蘇大噴火時

　影響重視 　来年 9 月末まで 高裁が初判断」『朝日新聞（朝刊）』2017 年 12 月

14 日、1 面。
24	 新谷千布美「伊方原発の運転認める　広島高裁　差し止め仮処分取り消し」『朝日

新聞（朝刊）』2018 年 9 月 26 日、1 面；「伊方 3 号機、来月再稼働 　四国電 　

広島高裁、運転認める　巨大噴火『相当の根拠なし』」『日本経済新聞（朝刊）』

2018 年 9 月 26 日、35 面。
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治体の拒否権が今後、顕在化しそうな事例として、新潟県の東京電

力柏崎刈羽原発と茨城県の日本原子力発電東海第二原発が挙げられ

る。

原子力規制委員会は 2017 年 12 月 27 日に、東京電力柏崎刈羽原

発 6・7 号機について新規制基準を満たすと正式決定した。もっと

も再稼働には、さらに工事計画と保安規定が認可される必要があっ

た。これに対し米山隆一・新潟県知事は、3 年ほどかかるとする県

独自の事故検証などが終わるまでは地元同意の議論を始めない意向

を示していた 25。

ところが 2018 年 4 月 18 日に米山は、女性問題で辞職し、6 月

10 日の県知事選挙では、自民党・公明党が支持する花角英世が当

選する。だが花角は、福島第一原発事故の検証を続けるとしてい

る 26。

一方、2018 年 3 月 29 日に日本原子力発電と茨城県、そして立地

自治体である東海村と周辺 5 市（日立、ひたちなか、那珂、常陸太

田、水戸）で構成される「原子力所在地域首長懇談会」が、新安全

協定の締結で合意した。協定書には法的拘束力はないものの、東海

第二原発の再稼働や延長運転に際して、6 市村が事前に意見を述べ

たり現地確認を求めたりするほか、安全対策を要求したりして、

「実質的に事前了解を得る仕組みとする」こととした。周辺自治体

も事前了解の対象とし、このことが明文化されるのは初めてのこと

であった 27。

25	 小川裕介、東山正宜「柏崎刈羽 6・7 号機 　規制委許可 　東電の『適格性』どう

担保」『朝日新聞（朝刊）』2017 年 12 月 28 日、3 面。
26	 「新潟知事に自公系 　花角氏、野党系ら破る」『朝日新聞（夕刊）』2018 年 6 月

11 日、1 面。
27	 箱谷真司「再稼働 　周辺 5 市の了解必要 　東海村含め　東海第二 　新協定」『朝
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その後、東海第二原発は、設置変更の許可と工事計画の認可、そ

して 40 年を超す運転の延長認可を受けた。あとは防潮堤などの工

事が残っており、それが完了する 2021 年 3 月以降に再稼働が見込

まれることになった。だが、那珂市の海野徹市長と水戸市議会は、

再稼働反対を表明していた 28。

ところが運転延長の認可を受けた 11 月 7 日に、日本原子力発電

の和智信隆副社長が、「『拒否権』と新協定の中にはどこにもな

い」と発言する。これには 6 市村の首長が強く反発し、24 日に和

智副社長は、6 市村長との会合で発言を撤回し、謝罪した。しか

し、6 市村に拒否権があるかどうかについては、「誠意を持って対

応させて頂く」と答えるのみであった 29。新安全協定について、周

辺自治体側は、「1 市村でも納得しなければ再稼働に進めない」と

考えている。それに対し日本原子力発電は、6 市村それぞれが事前

協議を求めることができる権限を担保し、原電は必ず応じる重い義

務を負っているとしつつも、納得するまでとことん協議を継続する

ことで「実質的に事前了解を得る仕組み」であり、6 市村から事前

了解を得るという内容は含まれていないと回答している 30。周辺自

治体は、事前了解に曖昧な態度を取り続ける日本原子力発電に不信

日新聞（朝刊）』2018 年 3 月 30 日、1 面。
28	 小川裕介、川田俊男「東海第二 　20 年延長認可 　再稼働同意 　見通せず」『朝日

新聞（朝刊）』2018 年 11 月 8 日、3 面；「社説 　東海第二原発 　再稼働は容認

できない」『朝日新聞（朝刊）』2018 年 11 月 8 日、14 面。
29	 比留間陽介「東海第二 　地元は原電不信 運転 40 年『拒否権』うやむや」『朝日

新聞（朝刊）』2018 年 11 月 28 日、38 面。
30	 比留間陽介「事前了解にズレ『何なんだ』　東海第二原発　自治体の公文書 17年、

運転延長の申請期限前 6 市村に――原電社長、事前了解『そのとおり』」『朝日新

聞（朝刊）』2019 年 1 月 8 日、27 面；「社説 　東海第二原発 『茨城方式』が問

われる」『朝日新聞（朝刊）』2019 年 5 月 6 日、5 面。
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感を抱いており、防潮堤の工事が終わって東海第二原発の再稼働が

行われる際にも強く反発することが予想される。

五　展望なき原子力発電

本章では、第 5 次エネルギー基本計画でも推進するとされた核燃

料サイクル事業の行き詰まりと原発輸出の頓挫を概観し、原子力発

電には、ますます展望がなくなってきていることを示す。

1　行き詰まる核燃料サイクル事業

民主党政権の脱原発政策が頓挫した最大の理由としては、青森県

六ケ所村に使用済み核燃料を押し付けるため、核燃料サイクル政策

を中止できなかったことが挙げられる。青森県と六ケ所村は、核燃

料サイクル政策が放棄されるならば、再処理を名目として集められ

ていた使用済み核燃料を全国の原発に返還すると主張していたから

である 31。この事情は安倍内閣でも変わっておらず、第 5 次エネル

ギー基本計画でも核燃料サイクル政策は着実に推進するとされた。

しかし、その行き詰まりは明らかであった。

核燃料サイクル事業の運営主体である日本原燃は 2017 年 12 月

22 日に、2018 年度上半期としていた青森県六ケ所村の使用済み核

燃料再処理施設の完成を 3 年延期して 2021 年上半期にする方針を

明らかにした。当初は 1997 年に完成の見込みであったのだが、23

回目の延期であり、完成の見込みは立っていない 32。

31	 詳細は、上川龍之進、前掲書、70～73 ページ、およびその注記を参照。
32	 塙和也、森晋也「真相深層 　進退窮まる核燃料再処理 　2 兆円投じた原燃施設、

20年稼働せず　問題先送りの罪重く」『日本経済新聞（朝刊）』2018年 1月 11日、

2 面。
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2018 年 6 月 1 日には、フランスの原子力・代替エネルギー庁の

プロジェクトマネージャーであるニコラ・ドゥビクトールが経産省

の会合に出席し、日本が研究開発費として年約 50 億円を支出して

きた、フランスの高速炉アストリッド（ASTRID）計画について、

出力規模を当初予定の 60 万キロワットから 10～20 万キロワット

に縮小する方針を示し、建設するかどうかは 2024 年に判断するこ

とを明らかにした。ドゥビクトールは、軽水炉に比べて高速炉は経

済性に劣っており、ウラン資源に大幅な余剰がある現状では、実用

化に「それほど緊急性はない」とも指摘し、実用化は 2080 年ごろ

を目指すと述べた 33。

日本政府は、2016 年 12 月に 28 万キロワットの高速増殖炉もん

じゅの廃炉を決定したものの、核燃料サイクル政策は維持し、将来

は高速炉を国内で建設するとして、アストリッドへの協力を打ち出

していた。もんじゅは出力 100％で運転したことがなかったため、

出力 100％時のデータや保守管理、安全対策など、実証炉建設に向

けたノウハウを蓄積することが目的とされたのである。ところが、

炉が小規模だと、実証炉につながる研究成果が得られない可能性が

ある。フランス政府は、「建設コスト高のため」規模を縮小すると

し、数千億～1 兆円の建設費も、日本とフランスで折半するよう打

診してきたという。関係者は、「もんじゅよりも規模が小さい実証

炉（アストリッド）にお金を出すことは、国民への説明が難しい」

と話していた 34。

33	 関根慎一、小川裕介、桜井林太郎「仏の高速炉計画縮小 　建設可否 　24 年に判

断」『朝日新聞（朝刊）』2018 年 6 月 2 日、7 面；「高速炉共同開発 　仏が縮小

を表明　日本の計画見直し必至」『日本経済新聞（朝刊）』2018年6月2日、7面。
34	 笹井継夫、関根慎一、桜井林太郎「日本協力の高速炉 　仏が計画縮小意向 　核燃

サイクル政策影響も」『朝日新聞（夕刊）』2018 年 5 月 31 日、1 面；桜井林太郎、
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さらに 11 月 27 日にエマニュエル・マクロン大統領が、フランス

の原発依存度を現在の 7 割以上から 5 割程度にまで引き下げる意向

を表明する。フランス政府は、高速炉の実用化は緊急性が低いと判

断し、アストリッド計画を 2019 年で中断し、2020 年以降、予算を

つけない方針を日本政府に伝えてきたという 35。

しかし日本政府は、核燃料サイクル政策の破綻を認めるわけには

いかなかった。2018 年 12 月 21 日の原子力関係閣僚会議で、今後

10 年ほどの高速炉の研究開発作業を示した「戦略ロードマップ」

が決定された。この工程表では、高速炉の導入目標の時期につい

て、21 世紀半ばごろに「現実的なスケールの運転開始」、21 世紀

後半に「本格的利用」とした。採用する炉型については、当面 5 年

間程度は民間が提案する様々な技術を試すとして、2024 年以降に

絞り込むとした。また国際協力の活用が掲げられたものの、アスト

リッドへの言及はなく、「常に相手国の政策変更リスクが伴うこと

に留意が必要」と記された 36。

関根慎一「仏が高速炉計画縮小へ　日本協力 　核燃サイクル一層見通せず」『朝

日新聞（朝刊）』2018 年 6 月 1 日、7 面。
35	 「核燃サイクル継続に黄信号 　期待の次世代炉、仏が凍結方針 　エネ政策見直し

論再燃も」『日本経済新聞（朝刊）』2018 年 11 月 30 日、5 面；塙和也、五艘志織

「真相深層 　核燃サイクル暗礁に　日本との高速炉開発、仏が計画凍結へ　ウラ

ン資源の余剰加速」『日本経済新聞（朝刊）』2018 年 12 月 6 日、2 面。
36	 桜井林太郎、関根慎一「もんじゅ後継運転『今世紀半ばにも』　経産省が工程表

　炉型・規模示さず」『朝日新聞（朝刊）』2018 年 12 月 4 日、3 面；「社説 　

高速炉開発 まだ破綻を認めぬのか」『朝日新聞（朝刊）』2018 年 12 月 5 日、14
面；関根慎一、川田俊男「もんじゅ後継計画　実用化目標先送り　経産省方針『今

世紀後半』」『朝日新聞（朝刊）』2018年 12月 19日、9面；「戦略ロードマップ」

内閣官房 　原子力関係閣僚会議、2018 年 12 月 21 日、https://www.cas.go.jp/
jp/seisaku/genshiryoku_kakuryo_kaigi/pdf/h301220_siryou.pdf（2019 年 6 月 20 日

最終確認）。
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2　原発輸出の頓挫

安倍内閣は成長戦略として原発輸出を掲げ、官民一体となって

推進してきた。だが第 4 次安倍内閣発足時に残っていた案件は、三

菱重工業のトルコでの建設計画と、日立のイギリスでの建設計画の

みであった。東芝のアメリカ・テキサス州での建設計画はすでに凍

結されており、2018 年 5 月 31 日に正式に計画撤退が発表されてい

る 37。

福島第一原発事故後、国内で原発の新設受注がなくなった原発メ

ーカーは、技術力と人材の維持という目的もあり、海外に活路を求

めた。だが安全基準が強化され、工費は原発 1 基 1 兆円以上へと膨

れ上がり、採算が取れなくなったため、計画は次々と中止されてい

た 38。

2018 年 12 月 1 日に安倍首相とトルコのレジェップ・タイイップ

・エルドアン大統領が会談し、原発計画の実施が困難な状況にある

ことを確認する。事業費は 4 基で 2 兆円程度と見込まれていたもの

の、福島第一原発事故後、安全基準が厳しくなったため、総額 4 兆

円以上に膨らむ見込みとなった。膨らんだ事業費を回収するために

は、電気料金を引き上げなければならない。しかしトルコ側は、当

初の想定に近い条件での事業化を望んだため、三菱重工業は、「損

してまで受けられない」（幹部）として、交渉が滞っていた。だ

が、計画を進めたのは安倍とエルドアンであり、交渉決裂となって

首脳 2 人の面子を潰してはいけない。そこで日本側は、原発の代わ

37	 「テキサス州原発　東芝が撤退発表」『日本経済新聞（夕刊）』2018 年 5 月 31 日、

3 面。
38	 星正道、朝田賢治、辻隆史「袋小路の国産原発 　三菱重などトルコ建設断念 　技

術力維持に黄信号」『日本経済新聞（朝刊）』2018 年 12 月 5 日、3 面。
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りに最新鋭の石炭火力発電所を建設する計画を提案することで軟着

陸を図ったという。政府関係者は、「『断念』という言葉まで使う

かは分からないが、石炭火力の話を持って行くということは、そう

いう意味だ」と証言している 39。

さらに 2019 年 1 月 17 日には、日立製作所がイギリスでの原発

建設計画を凍結すると発表する。原発 2 基の建設を予定していたも

のの、安全基準の強化を受けて総事業費は最大 3 兆円程度に膨らむ

見込みとなっていた。そこで日立は損失リスクを分散するため、電

力会社や金融機関などから出資金を募った。だが、他社からの資金

協力は得られず、中西宏明会長は 2018 年 12 月に、「難しい状況。

もう限界だと思う」と述べ、イギリス政府に電気の高値での買い取

り保証や出資金の増額を求めていた。しかし、EU からの離脱問題

を抱えるイギリス政府からは支援を引き出せず、「これ以上の投資

は民間として限界だ」（東原敏昭社長）と判断したという 40。

このように原発輸出計画は、すべて凍結となった。国内での新増

設・建て替えも進められないため、原発の技術・人材を維持するこ

とはきわめて難しくなっている。

39	 「トルコに原発輸出断念へ　政府・三菱重 　事業費かさむ」『朝日新聞（朝刊）』

2018 年 12 月 6 日、1 面；内藤尚志、太田成美、桜井林太郎「時時刻刻 　原発輸

出政策　また失敗　費用 2 倍、トルコ『失望』　破綻しかけの成長戦略」『朝日新

聞（朝刊）』2018 年 12 月 6 日、2 面。
40	 「原発輸出政策総崩れ 日立、英での計画中断へ」『朝日新聞（朝刊）』2019 年 1 月

12 日、3 面；高橋諒子、内藤尚志「日立、英原発計画を凍結 　損失 3000 億円 　国

の輸出政策失敗」『朝日新聞（朝刊）』2019 年 1 月 18 日、1 面；笹井継夫、桜井

林太郎、内藤尚志、北川慧一、関根慎一「時時刻刻　原発輸出　固執した政権　

日立も凍結　計画総崩れ　首相の側近　積極介入　原発事故後　ビジネス環境変

質　リスク増大　民間は撤退」『朝日新聞（朝刊）』2019 年 1 月 18 日、2 面。
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六　おわりに

以上、本稿では、2017 年 11 月から 2019 年 5 月にかけても、筆

者がそれ以前の時期について行った説明が依然として有効であるこ

とを確認してきた。第一に、安倍内閣が反原発世論を警戒して原発

の新増設・建て替えの決断を先送りしていること、第二に、原発の

迅速な再稼働が、原子力規制委員会の厳格な審査によって阻まれ、

今後も裁判所や地方自治体により阻まれる可能性があること、第三

に、核燃料サイクル政策は行き詰まっているものの、それをやめら

れないこと、くわえて原発輸出も頓挫するなど、原子力発電にはま

すます展望がなくなってきていることを示してきた。

前著でも論じた通り、今後も政権が原発の維持を掲げつつも、世

論の反発を恐れて、原発の新増設や建て替えを決断することができ

ず、核燃料サイクル事業や、使用済み核燃料の中間貯蔵施設、高レ

ベル放射性廃棄物の最終処分場の問題も放置し続けるのであれば、

いずれ原発ゼロが実現されるであろう。原子力政策の変更に抵抗す

る利害関係者の影響力が強い中では、これが最も現実的な「原発ゼ

ロ」政策であるのかもしれない。

しかし原子力発電には、国や電力会社から莫大な資金（税金や電

気料金）が投入されている。巨額の財政赤字を抱え、経済成長率の

鈍化が続く日本に、このような政策放置を続けている余裕があるの

だろうか。原発を維持するにしても脱原発を進めるにしても、政治

のリーダーシップが発揮される必要があるのだが、それが発揮され

ずに、長期的な観点からして必要とされる政策対応の先送りが続い

ているのが現状である。

【謝辞】本研究は JSPS 科研費 17K03538 による研究成果の一部である。

（寄稿：2019 年 6 月 27 日、採用：2019 年 8 月 13 日）
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2017年眾議院總選舉後的電力 
與能源政策

上川龍之進

（大阪大學大學院法學研究科教授）

【摘要】

本文概述第四次安倍內閣成立後，在 2017 年 11 月至 2019 年 5

月這段期間，以核能為中心的電力與能源政策。筆者在先前的一項研

究中解釋了為何在安倍任內核電廠的重啟並無進展，而且也沒有決定

擴建或重建核電廠。本文認為即使在 2017 年的眾議院選舉之後，上

述的解釋仍然有效。

首先，本文回顧制定第五次能源基本計劃的決策過程，並確認

安倍內閣推遲了擴大或重建核電廠的決定，以應對強大的反核輿論。

第二，指出在核能監管委員會的嚴格審查下，該計劃推動的核電廠重

啟工作停滯不前；此外，未來亦可能會受到地方政府和法院方面的阻

礙。第三，闡述該計劃預期推動的核燃料循環政策停滯不前、核電廠

的出口也受到挫折，因而顯示核能政策的前景越來越難以預測。

關鍵字： 核能發電、電力與能源政策、核能監管委員會、核燃料循

環、安倍內閣
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Japan’s Energy Policy After the 2017 House 
of Representatives Election 

Kamikawa Ryunoshin 
Professor, Graduate School of Law and Politics, Osaka University    

【Abstract】

This article surveys Japan’s energy policy from November 2017, 
when the Fourth Abe Cabinet was launched, to May 2019. The book 
that I published in February 2018 explained why many nuclear power 
stations had not been restarted and the reasons why the Abe Cabinet 
did not decide to construct new nuclear power plants. This article 
proves that this explanation is still valid even after the 2017 House of 
Representatives election.

This article argues as follows. First, this article traces the process 
of formulating the Fifth Basic Energy Plan and confirms that the 
strong public opinion against nuclear power has made the Abe Cabinet 
put off the decision to construct new nuclear power plants. Second, 
this article points out that many nuclear power stations have not been 
restarted because of the new strict safety guideline issued by the 
Nuclear Regulation Authority and that there is a possibility that some 
courts and local governments will stop the re-operation of nuclear 
power stations, even though the Fifth Basic Energy Plan insisted that 
the government should promote it. Third, this article shows that both 
the nuclear fuel cycle policy and the export of nuclear power plants 
have failed, though the Fifth Basic Energy Plan asserted that the 
government should push them forward.

Keywords:  Nuclear  Power  Generat ion,  Energy Pol icy,  Nuclear 
Regulation Authority, Nuclear Fuel Cycle, the Abe Cabinet
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